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罫
 ［
続
報
］未
払
賃
金
請
求
訴
訟「
高
知
大
学
」

罫
 中
部
ブ
ロ
ッ
ク「
技
術
交
流
会
を
開
催
」

罫
 全
大
教
中
部
地
区
協
議
会「
青
年
交
流
会
開
催
」

茎
 論
壇
「
給
付
型
奨
学
金
の
設
立
と
こ
れ
か
ら
の

　
 奨
学
金
制
度
」
東
京
大
学
 大
学
総
合
教
育
研
究

　
 セ
ン
タ
ー
 教
授
　
小
林
 雅
之

茎
 専
門
部
等
の
活
動
報
告「
事
務
職
員
部
」

　
　
　
　
　
　
部
長
　
武
市
 全
弘（
名
古
屋
大
学
）

荊
 単
組
か
ら
の
レ
ポ
ー
ト

　
猿
 岩
手
大
学「
全
大
教
と
の
つ
な
が
り
を

　
　
　
　
　
　
　
　
　『
見
え
る
化
』す
る
必
要
性
」

　
猿
 熊
本
高
専
熊
本
キ
ャ
ン
パ
ス「『
あ
る
こ
と
』と

　
　『
す
る
こ
と
』～
教
職
員
組
合
の
果
た
す
役
割
～
」

荊
 わ
た
し
も
ひ
と
こ
と

　
1
月
　
日
我
、
全
大
教
は
　
項
目
の
松
野
文

18

13

部
科
学
相
宛
て
要
望
書
を
提
出
し
、
文
科
省
の

氷
見
谷
国
立
大
学
法
人
支
援
課
長
ら
と
会
見

し
ま
し
た
。
全
大
教
は
森
戸
、
岩
崎（
寛
）両
副

委
員
長
、
長
山
書
記
長
ら
　
人
、
文
科
省
は
各

11

部
署
か
ら
計
　
人
が
出
席
し
ま
し
た
。

16

　
冒
頭
に
村
井
副
委
員
長
か
ら
、「
教
員
不
補

充
等
が
進
む
中
で
、
ど
の
よ
う
に
学
生
に
充
実

し
た
研
究
教
育
を
提
供
で
き
る
か
、
現
場
で
は

日
々
忸
怩
た
る
思
い
だ
。
国
家
財
政
の
状
況
は

認
識
す
る
が
、
要
望
を
聴
き
、
一
層
の
努
力
を

お
願
い
し
た
い
」
と
挨
拶
し
ま
し
た
。

　
こ
れ
に
対
し
氷
見
谷
課
長
は
、「
厳
し
い
現

状
は
理
解
す
る
が
、
後
世
に
つ
け
回
し
は
で
き

な
い
現
実
も
あ
る
。
ま
た
、
高
度
成
長
期
に
対

応
し
た
シ
ス
テ
ム
は
時
代
に
合
わ
せ
改
革
は

必
要
。
グ
ロ
ー
バ
ル
な
競
争
環
境
へ
の
対
応
も

重
要
だ
。
日
々
改
革
に
尽
力
さ
れ
て
い
る
大
学

教
職
員
の
方
々
に
感
謝
し
つ
つ
、
今
後
も
し
っ

か
り
と
予
算
確
保
を
図
っ
て
い
き
た
い
」
と
述

べ
ま
し
た
。（
2
面
へ
続
く
）

氷見谷国立大学法人支援課長（左）に
「要望書」を手渡す村井中央執行副委員長（右）

　
全
大
教
中
央
執
行
委
員
会
は
、
2
0
1
6
年
　
月
　
日

12

26

に
、「
声
明
：
軍
事
目
的
の
た
め
の
研
究
を
大
学
に
行
わ
せ

る
政
策
に
反
対
し
、 
す
べ
て
の
大
学
・
大
学
人
が
学
問
の

自
由
を
擁
護
す
る
立
場
か
ら
議
論
し
行
動
す
る
こ
と
を
呼

び
か
け
る
 」
を
決
定
・
発
表
し
ま
し
た
。

※
声
明
全
文
の
短
縮
U
R
L（https://goo.gl/G

D
Z1dy

）

　このことを踏まえた厚生労働省からの
要請に応じ、文科省の人事課が昨年12月、
各国立大学法人等の人事担当部署宛に、
①無期転換ルールへの対応方針の早急な
　検討（2017年4月までに労働者に明示）
②検討内容・状況の文科省への報告
③通算5年到来前の雇い止めは「個々の
　事案ごとに大学法人等に説明責任が生
　じる」ので「必要性を十分慎重に検討
　の上対応」すること
を求める「事務連絡」を出していたこと
がわかりました。

べ
き
。

　
す
べ
て
の
大
学
人
は
、
社
会

に
お
い
て
大
学
が
果
た
す
べ
き

使
命
の
観
点
に
立
っ
て
、
軍
事

目
的
の
た
め
の
研
究
を
行
う
こ

と
の
是
非
を
考
え
、
良
心
に
も

と
づ
き
民
主
的
な
議
論
に
参
加

し
よ
う
。

　
全
大
教
は
大
学
の
自
治
に
も

と
づ
き
、
民
主
的
な
議
論
の
も

と
で
、
大
学
が
今
後
と
も
軍
事

目
的
の
た
め
の
研
究
を
行
わ
な

い
こ
と
を
決
定
・
宣
言
し
、
実

践
す
る
こ
と
を
求
め
、
そ
の
た

め
に
運
動
す
る
。

 　
　（
書
記
長
　
長
山
 泰
秀
）

き
。
国
際
交
流
を
深
化
さ
せ
る

取
り
組
み
へ
の
支
援
こ
そ
行
う

べ
き
。

　
日
本
学
術
会
議
は
、
戦
争
を

目
的
と
す
る
科
学
研
究
に
加
担

し
な
い
と
し
て
き
た
姿
勢
を
堅

持
す
べ
き
。

　
日
本
の
学
術
界
と
し
て
、
国

際
交
流
を
通
し
て
、
世
界
の
学

術
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
全
体
が
、
こ

う
し
た
方
向
で
の
行
動
を
行
う

よ
う
働
き
か
け
る
べ
き
。

　
大
学
は
、
学
問
の
自
由
の
保

障
に
責
任
を
負
う
べ
き
機
関
と

し
て
の
立
場
か
ら
、
大
学
内
で

徹
底
的
な
民
主
的
議
論
を
行
う

さ
れ
て
し
ま
う
可
能
性

②
 大
学
の
も
つ
べ
き
国
際
性
か

ら
の
問
題

③
 研
究
成
果
の
公
表
の
問
題

　
学
問
の
自
由
の
保
障
は
大
学

自
治
を
通
し
て
守
っ
て
い
く
べ

き
、
機
関
と
し
て
の
大
学
に
課

せ
ら
れ
た
使
命
。

　「
防
衛
の
た
め
の
」
軍
事
研
究

容
認
論
は
首
肯
で
き
な
い
。

　
デ
ュ
ア
ル
・
ユ
ー
ス
技
術
を
強

調
す
る
議
論
は
、
軍
事
目
的
技

術
開
発
へ
と
誘
導
す
る
も
の
。

　
政
府
は
、
基
盤
的
経
費
、
基

盤
研
究
費
を
充
分
に
準
備
す
べ

を
堅
持
し
て
き
た
。
全
大
教
も
、

こ
の
点
に
つ
い
て
は
同
一
の
姿

勢
を
と
っ
て
き
た
。

　
軍
事
目
的
の
政
府
資
金
が
大

学
に
流
入
し
、大
学
に
お
い
て
軍

事
技
術
研
究
が
行
わ
れ
る
こ
と

は
、大
学
で
の
教
育
と
研
究
を
歪

め
、
学
問
の
自
由
を
損
な
う
。

①
 大
学
で
学
ぶ
学
生
が
軍
事
研

究
の
一
翼
を
担
う
立
場
に
立
た

な
い
と
す
る
声
明
を
発
表
し

て
い
ま
す
。
現
在
、
こ
の
立
場

に
関
し
、
改
め
て
検
討
を
行
う

委
員
会
が
審
議
を
進
め
て
お

り
、
4
月
の
総
会
に
お
い
て
何

ら
か
の
方
向
性
が
打
ち
出
さ

れ
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。
こ

れ
は
大
学
の
立
場
に
非
常
に

大
き
な
影
響
を
も
つ
こ
と
か

ら
、
重
要
な
時
期
に
差
し
掛
か

っ
て
い
る
と
い
え
ま
す
。

　
国
会
に
お
い
て
審
議
中
の

来
年
度
政
府
予
算
案
で
は
、

防
衛
装
備
庁
の
「
安
全
保
障

技
術
研
究
推
進
制
度
」
の
予

算
が
、
前
年
度
の
約
　
倍
と

20

な
る
1
1
0
億
円
が
要
求
さ

れ
て
い
ま
す
。

　
日
本
学
術
会
議
は
、
1
9

5
0
年
、
1
9
6
7
年
の
二

度
に
わ
た
り
、
戦
争
を
目
的

と
す
る
科
学
研
究
に
携
わ
ら

は
、
日
本
国
憲
法
の
基
本
原
理

に
基
づ
く
平
和
主
義
を
全
面

的
に
骨
抜
き
に
し
よ
う
と
す

る
動
き
と
の
一
環
と
し
て
位

置
づ
け
ら
れ
る
。

　
日
本
学
術
会
議
は
二
度
の

声
明
で
、
戦
争
を
目
的
と
す
る

科
学
研
究
を
行
わ
な
い
こ
と

を
表
明
し
、
今
日
ま
で
、
そ
れ

　
軍
事
研
究
に
つ
い
て
、
新

潟
大
学
で
は
軍
事
へ
の
寄
与

を
目
的
と
す
る
研
究
を
行
わ

な
い
と
定
め
た
他
、
関
西
大

学
、
明
治
大
学
、
滋
賀
県
立

大
学
が
大
学
の
方
針
と
し
て

軍
事
研
究
を
行
わ
な
い
旨
を

決
定
し
て
い
ま
す
。

　
軍
事
研
究
促
進
の
動
き

Tel. 022-227-8888   FAX  022-227-0671

　この「事務連絡」には、上記①について政権与党からも要請があ
ったことや、③について昨年秋の臨時国会での厚労省の「無期転換
を免れる目的での雇い止めは法の趣旨に照らし望ましくない」「事
案を把握した場合、都道府県労働局で指導を行う」との答弁に触れ
るなど、各大学法人の当局が一定の重みを持って受け止めざるを得
ないであろう記述があります。
　全大教では、「事務連絡」の内容を入手し、1月18日の文科省との
会見で、上記②で把握している状況や、各法人に対しての指導・相
談などの対応内容を明らかにするよう人事課に求めました。
　会見での回答は、対応状況の調査は集約中だ、半数程度の大学が
対応方針「検討中」と聞いている、各法人には個々の事案に即し、
都道府県労働局に相談するよう指導している、というものでした。
　全大教として、無期転換ルールが動き出す前に「通算5年到来前
の雇い止め」を行おうとする動きを阻止し、有期雇用教職員の無期
雇用への転換を促進する取り組みを最重要課題として位置づけ、さ
らに取り組み強化をはかります。　　　　　　（書記次長　岩崎 誠）

　有期の雇用契約が通算5年を超えて更新された場合に、労働
者の申し出で無期雇用に転換できる労働契約法の規定（2012年
の法改正で導入）が、2018年4月から実質的に動き出します。

東北大学職員組合作成ちらし
「無期転換すべき5つの理由」


